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出典：全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト 

 

図 1.1 地球温暖化のしくみ 

sai 

第 1章 背景 

1.地球温暖化とは 

地球の大気中には「温室効果ガス」と呼ばれる気体が含まれています。太陽から地球に

届いた熱は、地上からはねかえされて宇宙に放出されますが、「温室効果ガス」により、生物

が生きていくために必要な温度が保たれています。しかし、近年、産業活動が活発となり、

「温室効果ガス」である二酸化炭素、メタン、さらにはフロン類などが大量に排出され、大気

中の濃度が高まり熱の吸収が増えた結果、気温が上昇し始めています。これを地球温暖化

といいます（図1.1）。 

気候変動に関する政府間パネル(IPCC)第6次評価報告書(2021)では、人間活動が

大気・海洋及び陸域を温暖化させてきたことには疑う余地がないと発表されています。また、

世界平均気温は、工業化前と比べ、2011～2020年で1.09℃上昇していると示されて

います。特に、最近30年の各10年間の世界平均気温は、1850年以降のどの10年よりも

高温となっています。 
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図 1.2 地球温暖化に関する主要なリスク 

sai 

図 1.3 緩和策・適応策 

sai 
出典：全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト 

2.地球温暖化の現状 

地球温暖化により、ここ数十年気候変動が引き起こされ、人間の生活や自然の生態系

にさまざまな影響を与えています。今後も、降水量や海面水位の変化、生態系の喪失とい

った自然界における影響だけでなく、インフラや食料不足、水不足など人間生活を含めて深

刻な影響が想定されます（図1.2）。 

これに対して取りうる対策は「緩和策」と「適応策」に大別されます。「緩和策」は温室効

果ガスの排出を抑制すること、「適応策」は、避けられない気候変動の影響に対処し、被害

を軽減して、よりよい生活をしていくことを意味します。 

それぞれが脱炭素に向けた行動をとるとともに、気候変動による被害を最小限に抑えるた

めの適応により生活を守っていく必要があります（図 1.3）。 
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表 1.1 世界の動向 

sai 

3.世界の動向 

平成 27 年にフランス・パリにおいて、COP21 が開催され、京都議定書以来 18 年ぶり

の新たな法的拘束力のある国際的な合意文書となるパリ協定が採択されました。パリ協定

は、国際条約として初めて「世界的な平均気温上昇を産業革命以前に比べて 2℃十分

低く保つとともに 1.5℃に抑える努力を追求すること」や「今世紀後半に温室効果ガスの人

為的な排出と吸収の均衡」等を掲げました。 

同年に採択された「持続可能な開発（SDGs）のための2030アジェンダ」の採択では、

17 のゴール・169 のターゲットが設定され、その中にも目標 13「気候変動に具体的な対策

を」など地球温暖化対策に関する目標が含まれています（表 1.1）。 

 

年 世界の主な出来事（説明） 

平成 6 年 ●気候変動枠組条約の発効 

大気中の温室効果ガス（CO2、メタンガス等）の濃度を気候体系に危害を及ぼさない

水準で安定化させることを目的とした条約。154 カ国が署名。 

平成 9 年 

COP3 

●京都議定書の採択 

歴史上はじめて温室効果ガス削減の国際的数値目標を定めたが、排出削減義務は

先進国のみに限定。 

平成27年 

 

 

COP21 

●持続可能な開発（SDGｓ）のための 2030 アジェンダの採択 

SDGs（持続可能な開発目標）は、2030 年までに達成するために掲げられた目標。

持続可能な世界を実現するための 17 のゴール・169 のターゲットから構成されている。 

●パリ協定の採択 

世界共通の長期目標として、産業革命前（19 世紀後半）からの世界の平均気温

上昇を 2℃より十分下方に抑えるとともに、1.5℃に抑える努力を継続すること等を目

標に掲げた。 

令和 3 年 

COP26 

●グラスゴー気候合意が採択 

1.5℃を目標とすることを明記した、温室効果ガス排出削減措置を取っていない石炭

火力発電について、主要国では 2030 年までに、世界全体では 2040 年代までに廃

止する段階的削減の声明を発表。 

令和４年 

COP27  

●シャルム・エル・シェイク実施計画採択 

昨年のグラスゴー気候合意の内容を踏襲しつつ、緩和、適応、ロス＆ダメージ、気候資

金等の分野で締約国の気候変動対応の強化を求める内容を示した。途上国への支

援措置や基金の設置決定につながった。 

令和５年 

 

 

 

COP28 

●IPCC第 6次評価報告書 統合報告書の公表 

・人間活動が主に温室効果ガスの排出を通して地球温暖化を引き起こしてきたことには

疑う余地がなく、1850～1900 年を基準とした世界平均気温は 2011～2020 年に

1.1℃の温暖化に達したと報告。 

●グローバル・ストックテイク(GST) 

・パリ協定の実施状況を検討し、長期の目標達成に向けた全体としての進捗を評価す

る仕組みであるグローバル・ストックテイクについて、初めての決定が採択された。 
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表 1.2 国内の動向 

sai 

図 1.4 ゼロカーボン宣言 

sai 

4.国内の動向 

平成30年10月に日本では、2050年までに、温室効果ガス排出を全体としてゼロにす

る2050年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指すことを宣言しました。平成31

年4月には、地球温暖化対策推進本部において、2030年度の温室効果ガスの削減目

標を2013年度比46％削減することとし、さらに50％の高みに向けて、挑戦を続けていく旨

が公表されました（表1.2）。 

 

5.町内の動向 

平取町では、令和4年第9回町議会定例

会において、2050年までに温室効果ガス排

出量実質ゼロを目指す「ゼロカーボンシティ宣

言」を表明しました（図1.4）。これをもとに地

球温暖化という課題に対し、町民・事業者・

町が一体となり、脱炭素社会の実現に向け、

再生可能エネルギーや省エネルギー活動を積

極的に推進します。 

また、本計画において平取町では、豊かな

森林資源と再生可能エネルギー導入ポテンシ

ャルの高さを活かし2050年より5年早めた

2045年にゼロカーボンの実現を目指します。 

 

年 世界の主な出来事（説明） 

平成30年 ●2050年カーボンニュートラル宣言 

2050年までに、温室効果ガスの排出を全体としてゼロ(カーボンニュートラル)を目指す。 

令和元年 

 

●2030年温室効果ガス排出削減目標を新たに設定 

2030 年度 46％削減を目指し、さらに 50%の高みに向けて挑戦。 

●地球温暖化対策の推進に関する法律の一部を改正する法律の成立 

パリ協定や 2050 年カーボンニュートラル宣言を踏まえた基本理念を定立。 

地域の再生可能エネルギーを活用した脱炭素化を促進するための計画。 

●地域脱炭素ロードマップの決定 

2030 年までに少なくとも 100 カ所の「脱炭素先行地域を選出。 

全国で重点対策を実施(自家消費型太陽光発電、省エネ住宅、ゼロカーボン・ドライブ

等)。 

●地球温暖化対策計画の閣議決定 

「2050年カーボンニュートラル 」宣言、2030年度46％削減目標等の実現に向けて、

対策・施策を記載。 
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図 2.1 計画の位置付け 

sai 

図 2.2 目標年度 

sai 

第 2章 計画の概要 

1.計画の位置付けと目的 

本計画は「地球温暖化対策の推進に関する法律（以下、改正地球温暖化対策推進

法）」に基づく計画として位置付けます。また、第 21 条に基づき、「地球温暖化対策計画」

に即して、平取町における温室効果ガス排出量の削減等を行うための施策に関する事項

を定めるものとし、それらの取組が我が国における地球温暖化対策に貢献すると同時に地

域が抱える様々な課題の解決、地域経済循環や地方創生の実現に寄与することを目的

とします。 

 

 
 

 

 

 
 

 

 
 

 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 

 

2.目標年度 

本計画では、再生可能エネルギーの導入ポテンシャルが非常に高い点、豊かな森林によ

り多くの森林吸収が見込める平取町の特性から、国の方針よりも野心的な目標である

2045 年度ゼロカーボン達成を平取町の長期目標として設定します。また、長期目標を見

据えた上で、「地球温暖化対策計画」に準じて、基準年度を 2013 年度、中間目標を

2030 年度に設定し国の目標値を参考に 46％以上の削減をめざします。 
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表 2.1 対象部門 

sai 

図 2.3 対象範囲・役割 

sai 

3.計画の対象 

（1）温室効果ガス 

本計画で対象とする温室効果ガスは、「地球温暖化対策推進法」で規定する7種種類

のガス（二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素、ハイドロフルオロカーボン類、六ふっ化硫黄、

三ふっ化窒素、パーフルオロカーボン類）のうち、温室効果ガス排出量で圧倒的な量を占

めている二酸化炭素（CO2）とします。また、対象とする部門は、大きく産業部門、業務そ

の他部門、家庭部門、運輸部門、廃棄物部門の5部門とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）対象範囲 

本計画の対象範囲は、平取町全域とします。また、住民・事業者・行政を本計画の対

象とし、それぞれが役割を果たし、一体となって地球温暖化対策に向けた施策を実施するこ

とにより、2045年の平取町ゼロカーボン実現を目指していきます。 
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図 3.1 町内マップ 

sai 

図 3.2 年平均気温と 5 年平均気温（1890～2021） 

第３章 平取町の地域特性 

1.自然環境特性 

（1）地勢  

平取町は、日高管内の沙流郡（平取町・日高町）に属しています。町の総面積は、

約743ｋ㎡で、やや三角形に似たまちとなっています（図3.1）。面積の約8割を森林が

占めていること、また、日高山脈襟裳国定公園の幌尻岳を始めとする山々に囲まれた非常

に自然豊かなまちです。また、日本一の広さを誇るスズラン群生地を有し、初夏には白く可

憐な花を楽しむことができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）気候 

気候については、夏は30年平均で、20.5℃と涼しく、冬は北海道のなかでも比較的温

暖で過ごしやすい気候となっています。また、冬場の降雪量について、北海道の中では少な

い地域になっています。 

長期的に、平取町の気候をみると、1980年から2021年にかけて、気温の上昇傾向が

見られ平取町でも地球温暖化の影響を受けていると考えられます（図3.2）。 
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図 3.3 人口推移（国勢調査） 

sai 

図 3.4 産業別生産額 

sai 

2.社会環境特性 

（1）人口 

人口については、グラフに示されるように、昭和55年から減少傾向が続いています(図

3.3)。 

これに対して、「第2期平取町まち・ひと・しごと創生総合戦略」では、人口減少対策への

施策を実施し、効果が着実に反映されることにより2040年には、約650人の施策効果を

見込み、人口は3,809人になると推計しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）産業 

生産額の観点から見ると、最も生産額が大きい産業は、農業であり、生産額が109億

円と全体の生産額の37％を占めており圧倒的になっています。農業に次いでは、建設業、

公務が生産額の大きい産業になっていることがわかります（図3.4）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 出典：RESAS 地域経済分析システム（2018 年版） 

出典：国政調査を元に作成 
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表 3.1 平取町における主な地域課題 

3.地域課題・地域特性 

「第３章1.自然環境特性」、「第３章2.社会環境特性」から得た基礎情報の分析、地

域住民/事業者アンケート、事業者ヒアリング結果から得た情報を踏まえ、平取町における

地域課題を表3.1に示します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

平取町における主な地域課題

• 産業別エネルギー消費割合において農林水産業の占める割合が高い
• 新規就農者への支援不足
• 高齢化・後継者不在・将来の担い手不足
• 耕作放棄地の増加
• トマトなど農業残渣の発生

産
業

農
業

林
業

• 産業別エネルギー消費割合において農林水産業の占める割合が高い
• 人材不足で需要に追い付かない
• 新規就労者に対する支援不足

暮
ら
し

交
通

• 路線バスの廃線
• 利用者の減少
• 都市部への交通利便性の悪さ
• 高齢者に対する福祉車両の確保

自
然
環
境

• 寒冷な気候への対応
• 過去に地震や大雨などによる被害

住
民
・
文
化

• 人口減少
• アイヌ文化への配慮
• 町の再エネ導入を前向きに捉えている割合が特に20代において低い
• 高齢層が森林資源や一次産業の維持に課題を感じている

商
工
業

• 就業者の高齢化
• 再エネを導入している町内企業が少ない
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図 4.1 CO2 排出量推移 

sai 

図 4.2 CO2 排出量分析 

sai 

第４章 温室効果ガス排出量の現状 

1.温室効果ガス排出量 

図4.1に示すように基準年となる2013年度のCO2排出量は、約51千t－CO2です。経

年変化を見ると、基準年以降、町内の排出量は、減少傾向にあり、2019年度は約43千

t-CO2であり、2013年度比で約16％の減少となっています。 

図4.2より、2019年度の5部門の温室効果ガス排出量について、国、北海道、平取町

の排出割合の比較から平取町の温室効果ガス排出の要因を分析します。 

 国や北海道の排出割合と比較すると、平取町は運輸部門、家庭部門の占めるCO2排

出割合が大きく、産業部門の排出割合が低いことがわかります（図4.2）。運輸部門の占

める割合が大きい要因については、住民の主な交通手段が自家用車であり、保有台数が

多いことが考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：自治体排出量カルテ 

出典：自治体排出量カルテを元に作成 
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図 4.3 事務事業編 CO2 削減目標 

sai 

図 4.4 平取町木質バイオマスセンター 

sai 

2.これまでの取り組み 

 （１）事務事業編 

第2期平取町地球温暖化対策実行計画（事務事業編）では、2021年度～2025

年度の5年間を計画期間として、第1期と同じく2030年に40％の削減を目標に設定して

います（図4.3）。 

2030年度には、LED化、ボイラーの高効率化、小中学校へのEMSの導入、HVやEV

車の導入等の省エネ施策により、2013年度比で36.9％の削減が予測されることから、目

標に対する不足分は、再生可能エネルギーの導入によって削減量の積み上げを図ります。 

しかし、国の目標が50％削減になったことから目標については、今後見直しを行っていき

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）平取町バイオマス産業都市構想 

平取町は、平成27年に、地域のバイオマスを活用した産業創生と地域循環型エネルギ

ーの強化を目指す「バイオマス産業都市」に選定されました。平取町バイオマス産業都市構

想では、「農業ハウス用燃料のバイオマス化」、「公共施設への率先導入計画」、「木の駅プ

ロジェクトの事業化」、「太陽光発電設備の運用を推進プロジェクトに掲げています。「公共

施設への率先導入計画」の一環として、現在、中央公民館へ電力、国民健康保険病院

へ電力と熱を供給する、平取町バイオマスセンターが設置されています（図4.4）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：再生可能エネルギー活用事例データベース 

出典：事務事業編 
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図 5.1 推計手順 

sai 

第 5章 温室効果ガス削減目標の設定 

本章では、将来の温室効果ガスの排出量の推計について、第3章のこれまでの推移をも

とにして行っていきます。その中で、施策を含む条件を設定し３つのシナリオを設定しました。 

1.将来推計 

（1）推計方法 

環境省の策定している地方公共団体実行計画(区域施策編)策定・実施マニュアルで

は、国の目標である2030年に温室化ガス排出量を46％削減（2013年度比）すること

をめざし、各部門についての対策・施策及びその削減効果を定めています。 

そこで、本計画では、地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアルに

準じて、図5.1に示す手順で将来のCO2排出量を推計し、将来シナリオを設定します。  
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図 5.2 BAU シナリオ 

sai 表 5.1 推計方法 

（２）BAUシナリオ 

将来の平取町における、CO2排出量について、省エネ対策や、再生可能エネルギーの導

入などの追加的な対策を実施せず、現行のトレンドを維持した場合の「BAUシナリオ」につ

いて推計を行いました（図5.2、表5.1）。 

その結果、平取町のCO2排出量は、2030年度に41千t－CO2、2045年度に35千t-

CO2となり、それぞれ2013年度比で20％減、30％減となる見込みです。 
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図 5.3 省エネシナリオ 

(３)省エネシナリオ 

将来の平取町におけるCO2排出量について、国の「地球温暖化対策計画」に示されて

いる省エネ施策が平取町で推進された際の「省エネシナリオ」を推計しました(図5.3)。 

その結果、平取町のCO2排出量は、2030年度に34千t-CO2、2045年度に20千t-

CO2となり、それぞれ2013年度比で33％削減、61％削減となる見込みです。 

各部門については、表に示すようになっています。国の示す省エネ施策には、各部門に施

策が設定されています。産業部門では、高効率機器の導入、業務その他部門・家庭部門

ではLEDの導入、運輸部門では、電気自動車の導入やエコドライブなどの施策が挙げられ

ています。 
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図 5.4 再エネ導入シナリオによる必要削減量 

（4）再エネ導入シナリオにおける必要削減量の考え方 

本計画の削減目標の「2030年度に2013年度比で46％以上削減」を達成するには、

2030年度の排出量を27千t-CO2削減する必要があります。前述の「省エネシナリオ」では、

2030年度の排出量は、34千t－CO2であることから、目標達成に向けては、 ７千t－

CO2を削減するための追加施策が必要となります。また、2045年度についても「省エネシナ

リオ」における排出量が20千t-CO2であることから、目標達成に向けては、20千t-CO2削

減するために再エネ電気・再エネ熱の導入や森林吸収量の活用などの追加施策が必要と

なります（図5.4）。 
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図 5.5 再エネ導入シナリオ 

2.温室効果ガスの削減目標 

地域資源を最大限活用した再生可能エネルギーの導入、森林吸収量の確保を図り、

2030年度46％以上削減、2045年度ゼロカーボン達成を目指します。 

2030年度に向けては、前述の「再エネ導入シナリオ」より、7千t-CO2の削減が必要とな

ります。2030年度は再生可能エネルギーの導入によって46％削減の目標を達成し、さらに

森林吸収を加えることにより85％の削減をめざします。 

2045年度に向けては、前述の再エネ導入シナリオにより、20千t-CO2の削減が必要と

なります。2045年度は、再生可能エネルギーの導入、森林吸収の活用によりカーボンマイ

ナスを目指し、120％の削減を目指します。これらを踏まえた図5.5に示す「再エネ導入シナ

リオ」を本計画の目標とします。 

2045年度のカーボンマイナスとなる余剰なCO2吸収量は、Jクレジットとしての活用など地

域間連携に活用していくことが考えられます。 

部門別の削減後のCO2排出量、2013年度比の削減割合は図に示しており、具体的

には、省エネ、再エネ電気・再エネ熱の導入、電気自動車の導入などの電化による施策な

どにより、各部門のCO2削減を図ります。 
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図 6.1 ビジョン・コンセプト・施策の位置付け 

第６章 将来ビジョン・施策の展開 

1.将来ビジョンと施策 

(1)将来ビジョンの考え方 

カーボンニュートラルの実現を目指すにあたり、再生可能エネルギーの導入や省エネ等の

施策を実施するとともに地域としての将来ビジョンを描くことが重要です。将来ビジョンを描く

にあたり、「エネルギーの地産地消」や「地域循環共生圏」を見据え検討を行いました。 

本計画ではカーボンニュートラルの実現に向け平取町におけるビジョン、コンセプト、施策を

策定しました。一般的にビジョンは市町村としての将来像や目指す方向性、コンセプトはビ

ジョン達成に向けた施策方針、施策はコンセプト達成に向けた具体取り組み案を指します。

ここではビジョンをカーボンニュートラルに向けて描く2045年の平取町の目指す姿、コンセプト

はビジョン達成に向けた施策や活動方針、施策を具体な脱炭素取り組みや再生可能エネ

ルギー導入量と定め、それぞれ策定しました。 

ビジョン・コンセプト・施策を策定するにあたり、既存資料・アンケート結果・ヒアリング結果

を参照しました。既存資料では主に平取町総合計画に記載されている過去の住民アンケ

ートの結果及びまちの将来像を、アンケート（詳細は第2章参照）からは地域住民や事業

者の現状の脱炭素及び再生可能エネルギーの理解度や今後の取り組み意向を、事業者

ヒアリングからは平取町における現状・課題と今後の展望・要望を把握・整理後、ビジョン・コ

ンセプト・施策間で整合のとれるよう調整し反映しました。 
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地域課題の特定
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図 6.２ ビジョン・コンセプト・施策の考え方 

図 6.３ 重要視すべき地域課題・地域資源 

(2)地域課題・地域資源 

将来ビジョン・コンセプトの策定に向けては、既存資料の整理に加え、町民の意見や課

題を反映すべく住民アンケート・事業者アンケート、事業者ヒアリングを実施しました（図

6.2）。これらを元に、平取町において重要視すべき地域課題・地域資源を抽出しました

（図6.3） 

 

  

既存資料

• 第6次平取町総合計画
• 平取町まち・ひと・しごと創生総合戦略

住民アンケート・事業者アンケート

• 地域住民・事業者の脱炭素及び再エネに
関する現状の理解度

• 今後の脱炭素施策取り組み意向・方針
• 今後の再エネ導入に関する意向・方針

事業者ヒアリング

• 平取町の現状・課題
• 今後の展望・要望

コンセプト

施策

ビジョン

整合性担保

地域分析結果

農業
• 将来的に人員不足により未利用地が多くなると予想される
• 農地を有効活用した地域農業の展開が今後の最大の課題
• びらとりトマトはブランド化に成功しており、一定の認知度がある
• 新規就農者は毎年一定数確保できているが、支援をより充実させ

る必要もある
• トマト農家では残渣が多く出る
• ジャイアントミスカンサスの再エネ活用の実証事業の一環で町内にて

ジャイアントミスカンサスの栽培を行っている。実証事業が円滑に進
めば、平取町内での活用も見込める

• トマトのバイオコークスの実証実績あり
林業
• 町内の製紙業者の他、苫小牧等他地域の発電所へも木材を供

給している
• 人材不足が大きな課題
商工業
• CO2排出量推移では他部門が排出量年々減少している一方で、

産業部門は停滞しており、脱炭素推進の取組が必要と考えられる

産
業

交通
• 都市部への直通便もなくなり、交通利便性が悪い
• 高齢化による福祉車両の導入が必要
文化
• 「自然から自分たちの生活の糧を拝借している」と考えるアイヌの精

神が根付いている
その他
• 胆振東部地震の際にはブラックアウトを経験

暮
ら
し

農業における担い手不足

高齢者にとっての交通不便

景観への配慮

重要視すべき
地域課題・地域資源

未利用農地の活用

農業残渣の活用

道内有数のトマト産地

林業の担い手不足から生じる収益減

豊かな森林資源

自然とともに生きるアイヌの精神

災害時のブラックアウト

商工業含む産業全体の脱炭素推進
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図 6.4 将来ビジョン 

sai 

(3)将来ビジョン 

将来ビジョンの考え方、地域課題・地域資源を踏まえ、平取町の将来ビジョンを「『自然

からエネルギーを借り、自然にその恩恵を返す』地域内の資源を活用した自然との共生地

域の形成」とし、「①再エネ導入等取り組みを通した住みやすさの向上」、「②地域ポテンシ

ャルを最大限に生かした産業の活性化」、「③資源循環型林業の推進」の3点を将来ビジョ

ンに紐づくコンセプトとして策定しました（図6.4）。これらコンセプトを実現することで町内へ

の効果・課題解決として、「移住者増加」、「防災力向上」、「CO2削減」、「農林業等産

業の活性化」、「アイヌ文化の継承」、「経済効果」が期待されます。 

また、地域課題・地域資源を将来ビジョン・コンセプトに反映させたものを体系的に示した

ものが図6.5になります。表6.1にコンセプト毎の施策カテゴリ・施策を示します。 
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表 6.1 コンセプト・施策カテゴリ・施策 

図 6.5 地域課題・地域資源と将来ビジョン・コンセプトの関係 

sai 
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図 6.6 目標(KPI)の考え方 

表 6.2 目標(KPI) 

(4)目標(KPI) 

将来ビジョンの達成に向けて目標(KPI)を設定しました。目標(KPI)とはビジョンの達成

度合いを確認・評価するための指標です。設定方法として目標(KPI)は住民アンケートや

平取町まち・ひと・しごと創生総合戦略等の既存資料を含む内部環境と、環境省の推奨

CO2排出量削減目標等の外部環境を参考に先行的に2045年のCO2排出量がゼロとな

るよう定めました。 

これらの考え方に基づき施策カテゴリごとに設定した指標は表6.2の通りです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標(KPI)

ビジョンへの達成度合いを
確認・評価するための指標

⇒目指す姿にむけた取組
の進捗を図ることが可能な

指標を設定

達成すべき姿
～コンセプト～

再エネ導入等取り組みを通した
住みやすさの向上

地域ポテンシャルを最大限に
生かした産業の活性化

資源循環型林業の推進

各コンセプト
の達成度
合いを測る
ための指標
を設定

内部
環境

外部
環境

• 平取町まち・ひと・しごと
創生総合戦略

• 住民アンケート

• 環境省の推奨排出量
削減目標

施策カテゴリ

C.公共交通サービスの提供

D.普及啓発

B.省エネ取り組みの推進

A.施設における再生可能エネル
ギーの活用

E.農業における資源を活用した
再エネ燃料の製造

F.再エネを活用した農作物のゼ
ロカーボンブランド高付加価値化

目標(KPI)

公共交通バスのEVもしくはFCV転換割合
2030年：20%
2045年：60%

平取町の再エネ導入に前向きな町民の割合
2030年：88%
2045年：100%

脱炭素に向けた行動を意識する町民の割合
2030年：84%
2045年：100%

再エネ導入量
2030年：電力 5.4MW/年 熱 27.6TJ/年
2045年：電力 6.2MW/年 熱 86.8TJ/年

燃料原料植物栽培面積
2030年：燃料原料植物栽培面積16ha
2045年：燃料原料植物栽培面積46ha

びらとりトマトのゼロカーボン見える化ラベル取得率
2030年：びらとりトマトのゼロカーボン認証率 22%
2045年：びらとりトマトのゼロカーボン認証率 66%

I.林産業支援

H.自然資源の価値最大化

G.脱炭素型への事業転換

林業従事者数​、森林環境譲与税を活用して整備される森林整備面積
2030年：林業従事者数 60人​ 森林整備面積 188ha
2045年：林業従事者数 68人 森林整備面積 413ha

Jクレジット創出額
2030年：0.1億円
2045年：0.4億円

脱炭素型事業を開始した町内事業者の割合
2030年：16%
2045年：51%

再エネ導入等取り組みを通した
住みやすさの向上

1

地域ポテンシャルを最大限に
生かした産業の活性化

資源循環型林業の推進

2

3

コンセプト
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表 6.３ 施策一覧 

2.施策一覧 

ここでは、将来ビジョン・コンセプトを元に、カーボンニュートラル実現に向けた具体的な施

策を示します。計画達成に向けては、平取町役場と地域の住民・事業者が協力・連携し、

各種取り組みを推進していくことが重要となります。 

また、施策の推進にあたっては、環境省の地域脱炭素移行・再エネ推進交付金（重点

対策加速化事業）などの補助金の活用を検討していきます。 

(1)施策一覧 

本計画における平取町の将来ビジョンである「『自然からエネルギーを借り、自然にその恩

恵を返す』地域内の資源を活用した自然との共生地域の形成エネルギーの地産地消」の

実現に向けて表6.3に示すようなコンセプトとコンセプトに紐づくA～Iの施策カテゴリ・施策を

策定しました。 
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図 6.7 施策の全体像 

(2)施策全体の関係性 

施策は大きく「再エネ活用」、「産業の発展」、「暮らしやすさの向上」に大きく分類されま

す。 

これらの分類の関係性、また、表6.1に示したA～Iの各施策カテゴリがどのように包含され

ているかを図6.7に示しています。各施策が関連し3つの取り組みが一体的に推進されるこ

とにより脱炭素を通した地域発展につなげていくことができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）活用可能な補助金 

上記施策は国や県の補助金を活用することでより先進的に取り組むことができます。具

体的には環境省の「重点対策加速化事業」や NEDO の交付金や総務省の補助金の活

用を検討しています。 

重点対策加速化事業とは環境省にて交付されている補助金であり、再生可能エネルギ

ーの設置や ZEB・ZEH や EV 導入等省エネ施策が交付対象となっています。平取町にて

「B.省エネ取り組みの推進」を図っていく上で本事業の補助金の活用を見込みます。 
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図 6.8 重点対策加速化事業 

また、バイオマス事業等の推進を図っていくために、複数の補助金の活用を検討していま

す。環境省のほか、総務省や NEDO 等から交付されている補助金を活用することで、木質

バイオマス設備の導入に加え、他バイオマス設備の実証及び町内への導入を図っていきます。

具体には下記に示している補助金の活用を検討しています。 

 

表 6.4 補助金一覧 

 

 

 

 

 

 

 

重点対策加速化事業

再エネ発電設備を一定以上導入すること
交付
要件

①～⑤のうち２つ以上を実施 （①又は②は必須）
① 屋根置きなど自家消費型の太陽光発電
② 地域共生・地域裨益型再エネの立地
③ 公共施設など業務ビル等における徹底した省エネと再

エネ電気調達と更新や改修時のZEB化誘導
④ 住宅・建築物の省エネ性能等の向上
⑤ ゼロカーボン・ドライブ

対象
事業

２／３～１／３、定額交付率

環境省所管

No. 支援類型 事業名 交付金/補助金 事業内容 所管 補助率

1 計画策定 分散型エネルギーインフラプロジェクト
地域経済循環創造事業交

付金

バイオマス等の地域資源を活用した地域エネルギー事業を立ち上

げるエネルギー供給事業導入計画の策定支援
総務省等 原則1/2以内

2 計画策定、施設整備 再エネ熱利用・発電等の価格低減促進事業
二酸化炭素排出抑制対策

事業費等補助金

再エネ主力化に向けた従来設備より費用対効果が一定程度低

い再エネ設備の導入支援
環境省

計画策定3/4(上限

1千万円)、設備等

導入1/3

3
調査設計、施設整備、

活動支援

持続可能なエネルギー導入・環境負荷低減活動のため

の基盤強化対策(旧：バイオマス地産地消対策)

みどりの食料システム戦略推

進交付金

地域のバイオマスを活用したエネルギーの地産地消の実現に向

け、バイオマスプラント等の設備やバイオ燃料の栽培実証に対して

支援

農水省 1/2以内、定額

4 調査設計、施設整備
地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する公共施設

への自立・分散型エネルギー設備等導入推進事業

二酸化炭素排出抑制対策

事業費等補助金

災害・停電時に公共施設へのエネルギー供給が可能な未利用エ

ネルギー活用設備等の導入支援
環境省 1/3、1/2、2/3

5 研究開発
新エネルギー等のシーズ発掘・事業化に向けた技術研

究開発事業
-

「新エネ中小・スタートアップ支援制度」：中小企業等の保有する

再エネ分野の技術シーズを基にした研究開発の早期実用化に向

けた支援

「未来型新エネ実証制度」：再生可能エネルギーの主力電源化

を目指し、発電コストの低減や地域特有の再生可能エネルギー

源との共生等再エネ大量導入に関する課題解決に資する事業を

支援

経産省、

NEDO

「新エネ中小・スター

トアップ支援制

度」：8/10以内、

2/3以内、1/2以内

「未来型新エネ実証

制度」：1/2以内、

中小企業は2/3以

内

（上限3億円）

6 研究開発、実証実験
地域共創・セクター横断型カーボンニュートラル技術開

発・実証事業
-

「気候変動×農山漁村」などにおいて国内のエネルギー起源CO2

排出量の削減に貢献するような、再生可能エネルギーや省エネル

ギー等の技術開発・実証支援

環境省等 委託、1/2以内

7 研究開発、実証実験 オープン・イノベーション研究・実用化推進事業 -
基礎研究等の成果を社会実装するための実用化段階の研究開

発を支援する提案公募型による研究業務の委託

農水省、

NARO
委託費(定額)

8 活動支援 地域資源活用展開支援事業
みどりの食料システム戦略推

進総合対策

農林漁業者や市町村からの問合せをワンストップで受け付け、現

場のニーズに応じた専門家の現地への派遣等の取組実施
農水省 定額
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図 6.9 エネルギー需要量推計・再エネ導入目標 

表 6.５ 再エネ種別導入目標 

3.再エネ導入目標 

第5章で示した「再エネ導入シナリオ」における将来の再生可能エネルギーの導入目標、

将来のエネルギー需要量の推計を図6.9に示します。 

再生可能エネルギーの熱・電気を導入することにより、2030年度、2045年の地域再エ

ネ利用率をそれぞれ需要量の12％、49％を目標としました。再生可能エネルギーの導入

にあたっては、地域循環共生圏などの自立・分散型社会の形成を念頭に置き、推進してい

きます。 

各種再エネの導入目標をまとめたものを表6.5に示しています。太陽光の10kw未満につ

いては、2045年の世帯数の約4割（550世帯）への導入を目指します。また、地域資源

として豊富である木質バイオマスを中心に再生可能エネルギーの導入を進めていきます。 
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図 6.10 デコ活 

表 6.6 補助制度 

4.温室効果ガス削減につながる事例紹介 

（1）デコ活 

環境省では、2050年カーボンニュートラル及び2030年度削減目標の実現に向けて、

国民・消費者の行動変容、ライフスタイル変革を強力に後押しするため、新しい国民運動

「デコ活」を展開しています（図6.10）。 

デコ活の文字はそれぞれ次のような意味を示しています。 

「デ」：電気も省エネ断熱住宅（電気代をおさえる断熱省エネ住宅に住む） 

「コ」：こだわる楽しさエコグッズ（LED・省エネ家電などを選ぶ） 

「カ」：感謝の心食べ残しゼロ（食品の食べ切り、食材の使い切り） 

「ツ」：つながるオフィステレワーク（どこでもつながれば、そこが仕事場に） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）補助制度 

環境省や経済産業省、北海道、北海道地方環境事務所から、事業者・住民を対象と

した補助制度が紹介されています。また、補助制度だけでなく、それぞれがどのような取り組

みができるのか、どのような効果を得ることができるのかについても掲載されています（表

6.6）。 
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図 6.11 ゼロカーボンアクション

30 

（3）家庭でできる取り組み事例 

第５章に示した省エネシナリオでは、平取町において2045年に省エネ施策の家庭部門

では、4.5千t-CO2削減する必要があることから、一人あたり1.3t-CO２を割削減する必要

があります。図6.11に家庭でできる省エネと効果を示します。平取町のゼロカーボン実現に

向けては、住民ひとりひとりが、まずできることから行動していくことが必要です。 
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図 7.1 実行体制 

図 7.2 推進管理 

第７章 計画の推進 

1.実行体制  

まずは、2024年度以降に、本年度の計画を基盤とした協議会を立ち上げ、施策の実

証・実装に向けた検討を開始します。当該協議会にて、実現可能性が高いと判断された

施策や、協議会参加者の推進・参画意欲が高い施策に関しては、個別にワーキンググルー

プ(WG)を立ち上げ、実証・実装に向けた具体の検討を進めます(図7.1)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2推進管理 

本計画の持続可能性を担保するために、協議会による定期検証と必要に応じた計画の

見直しを行います。主に施策別の進捗状況や効果に基づき、スケジュールや直近のアクショ

ンなどを実態に即した形で見直していくことを想定しています。計画の見直しは、ロードマップ

に定めた目標に対する進捗状況を踏まえ、その後の施策や計画の見直しを行うと共に、町

の総合計画の変更を反映します（図7.2）。 
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付録 用語集 

 

行 用語 解説 

A 

～ 

Z 

COP 

(締約国会議) 

「気候変動枠組条約」に賛同した国々が参加する 1 年に 1 回開

催される会議。条約の目的達成に向けて「京都議定書」、「パリ協

定」が具体的な枠組みとして定められた。 

EMS 

(Energy 

Management 

System) 

センサーや、IT 技術を駆使して電力消費量の見える化(可視化)を

行うことで、節電に繋げたり、再生可能エネルギーや蓄電池の機器の

制御を行って効率的なエネルギーの管理・制御を行う為のシステム。

BEMS(ビル)、HEMS(家庭)、FEMS(製造業)、VEMS(農業)等と

呼ばれる。 

EV 

(電気自動車) 

蓄電池に蓄えた電気でモーターを回転させて走る自動車。走行中に

二酸化炭素や排気ガスを出さない、騒音が少ない等のメリットがあ

る。 

FCV 

(燃料電池 

自動車) 

燃料電池内で、水素と酸素が化学反応することで発電した電気エ

ネルギーでモーターを回して走る自動車。水素ステーションで水素、

空気中から酸素を補給する。 

FIT 

(固定価格 

買取制度) 

再生可能エネルギーで発電した電気を、電力会社が一定価格で一

定期間買い取ることを国が約束する制度。 

HV 

(ハイブリッド 

自動車) 

エンジンとモーターの両方を使用して走る自動車。 

J クレジット 
温室効果ガスの排出削減量や吸収量をクレジットとして国が認証す

る制度。 

PPA 

(電力販売契約) 

事業者は、自治体や企業等が所有する屋根等を借りて無償で太

陽光発電システムを導入し、自治体や企業が電力利用量を事業

者に支払う仕組み。PPA 事業者は電力使用量と余った電力の売

電で無償設置した費用を回収する。 

ZEB 

(ネット・ゼロ・エネル

ギー・ビル) 

「ゼブ」と呼び、断熱性能を高めること、省エネ、創エネを通して、建

物で消費する年間の一次エネルギーの収支をゼロ以下にすることを

目指した建物。 

ZEH 

(ネット・ゼロ・エネル

ギー・ハウス) 

「ゼッチ」と呼び、断熱性能を高めること、省エネ、創エネを通して、年

間の家庭で消費するエネルギー量の収支を実質的にゼロ以下にする

住宅。 
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行 用語 解説 

か 

 

 

  

カーボンマイナス 
排出される温室効果ガスよりも、森林などによって吸収される温室効

果ガスの量の方が多い状態。 

コージェネレーション

システム(CGS) 

天然ガス、石油、LP ガス等を燃料として、エンジン、タービン、燃料

電池等の方式により発電し、その際に生じる廃熱も同時に回収する

システム。 

国連気候変動に

関する政府間 

パネル（IPCC) 

人為起源による気候変化、影響、適応及び緩和策に関し、科学

的、技術的、社会経済学的な見地から包括的な評価を行うことを

目的とし、1988 年に国連環境計画(UNEP)と世界気象機関

(WMO)により設立された組織。 

さ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

再生可能 

エネルギー 

資源に限りのある化石燃料とは異なり、一度使用しても比較的短

期間に再生が可能で繰り返し利用できるエネルギー。太陽光・風

力・水力等がある。 

省エネ 

「省エネルギー」の略。石油、石炭、天然ガス等限りあるエネルギーが

無くなってしまうことを防ぐため、エネルギーを効率よく使うこと。 

森林吸収 

森林を構成する樹木が、光合成により二酸化炭素を吸収するととも

に、酸素を発生させながら炭素を蓄えること。吸収量は、樹種や林

齢によって異なる。 

ゼロカーボン 

温室効果ガスの「排出量」から、植林、森林管理などによる「吸収

量」を差し引いて、合計を実質的にゼロにすること。カーボンニュートラ

ルとも呼ばれる。 

ゼロカーボンシティ

宣言 

2050 年に CO2（二酸化炭素）を実質ゼロにすることを目指す

旨を首長自らが、又は地方自治体として宣言すること。 

ソーラー 

シェアリング 

農地に支柱等を立てて、その上部に設置した太陽光パネルを使って

日射量を調節し、太陽光を農業生産と発電とで共有する取り組み

のこと 

た 

  
太陽光発電 

太陽光の光エネルギーを、太陽電池を用いて直接的に電力に変換

する発電方式。 

脱炭素 
地球温暖化の原因となる二酸化炭素の排出を防ぐため、石炭や石

油等の化石燃料からの脱却をめざすこと。  

蓄電池 
電気を蓄えておくことのできる装置。例えば、太陽光発電では、昼に

作った電気を蓄えておき、夜や非常時に使用することができる。 

地産地消 
地域内で生産されたものを、その生産された地域内において消費す

る取り組み。 
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行 用語 解説 

た 中小水力発電 水の力を利用して発電する水力発電のうち中小規模のもの 

デマンドバス 
決まったルートや時刻表を持たず、利用者が乗車日時や乗降場所

を指定し、利用者のニーズに合わせて運行するバス。 

は バイオコークス 植物性の廃棄物から作成する再生可能なバイオ固形燃料。 

バイオ炭 木炭や竹炭などの生物資源を材料とした炭化物のこと。 

バイオマス 
生物の量を表す概念で、再生可能な、生物由来の有機性資源で

化石資源を除いたもの。 

風力発電 
風力発電は、風の力を利用して風車を回し、風車の回転運動を、

発電機を通じて電気に変換する発電方法。 

ら 

林地残材 

間伐材など立木を用材用の丸太として搬出した後に林内に残された

枝・葉や根元部などの端材、それに除伐や保育間伐で切り捨てられ

た材の総称。 

ロードマップ 
目標達成に向けた行程やスケジュール等を描いたもので目標達成ま

でのおおまかな道筋を示すもの。 

わ ワーキンググループ 特定の問題の調査や計画の推進のために設けられた部会。 
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